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不況と規制緩和のもとでの，道内タクシー業界の
事業経営とタクシー運転手の労働・生活･

安全衛生に関する調査報告

川 村 雅 則

は じ め に

2002年度にタクシー運転手を対象にして質問紙調査を行い，その結果を「道内タクシー運転

手の労働・生活・安全衛生に関する調査報告（第一次報告）」 (以下，「第一次報告」）としてま

とめた。

2003年度は，①タクシー運転手を対象とした調査を，規模を拡大して引き続き実施したほか，

②事業者を対象とした事業経営等に関する調査，③労働組合（単組）の執行部を対象とした職場

の労働条件・安全衛生に関する調査を行った（加えて現在，患者・高齢者・要介護者を主な対象

としたタクシー利用者調査を計画中である）。

本報告は，上記の三つ（①～③）の調査結果をまとめたものである。本調査・研究の目的は第

一次報告にも示したが，簡単にまとめておく。

ハイ・タク（以下，タクシー）の利用は，バブル期に上昇したがバブル崩壊後は長期化する不

況のもとで一貫して減少してきた。そこに規制緩和（現在は規制改革と称されているが本稿では

規制緩和で統一する）が本格的に導入された。2002年２月の「改正」道路運送法の施行がそれ

である。その目的は，新規参入の増加や運賃の一層の自由化で企業間の競争を促進し，もってコ

ストの削減（高コスト体制の是正）や新サービスの創出さらにはそれを通じての新たな需要の創

出を実現することにあった。

その約２年後にあたる2003年12月に政府・規制改革会議 （現在は規制改革・民間開放推進

会議）は「90年代以降の規制改革の経済効果」を発表したが，タクシー分野については，初乗

り短縮運賃制度やゾーン運賃制度が創出されたことで52億円の消費者（利用者）メリットが得

られたとしている。そして，そうした規制緩和の一連の成果を認めた上で，その取り組みは十分

ではなく一層の規制緩和が必要で制度的に次の点の是正を早急に図るべきだという。その一は，

一定の条件下で新規参入や増車等を一時的に停止することのできる緊急調整措置の発動は厳しく

抑制すべきであり，なおかつ，同措置が発動された後の解除用件は緩めること。その二は，運

賃・料金の設定のさらなる多様化を図ること。そしてその三は，運賃を始めとする許認可手続の

さらなる迅速化を図ること，である。またさらには，運転手と利用者とが交渉して運賃を決定す

る相対運賃の導入の検討を国交省に求めている状況にさえある 。

さて，規制緩和に対する政府のこうした肯定的な評価の一方で，労働組合サイドからは，規制
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緩和後の新規参入・増車や運賃の低下のもとで賃金など労働条件の悪化や安全問題の深刻化がみ

られるという厳しい批判がだされている。また，過度の新規参入・増車のために都心部では交通

環境の悪化という問題が発生していることも指摘されている。

本稿の目的は，かかる規制緩和・競争至上主義を基調とした交通政策のもとでのタクシー事業

の経営や労働者の状態，現行の規制緩和路線に対する労使双方の批判や諸要求を明らかにしてそ

れぞれの運動の前進の諸契機ならびに労使の共同の実現の可能性を探ることである。

では，本調査結果を示すにさきだち，道内タクシー業界の動向などについて一瞥しておこう。

Ⅰ．道内タクシー業界の動向

１．利用の減少と続く新規参入・増車

不況と規制緩和政策のもとでのタクシー産業にみられる特徴の一は，利用者の一貫した減少で

ある。

旅客輸送量の推移を車種別にみると，

自家用自動車の利用が圧倒的な伸びをみ

せたのに対して，タクシーはバス（ここ

では乗合バス）同様に昭和40年代に

ピークをむかえその後は緩やかに減少，

そしてここ10数年では大きく減少をし

ている。

表 －1－1は北海道の状況をまとめ

たものである。資料の入手し得た昭和

52年度からの輸送実績の推移をみると，

昭和52年度の100（指数）に対して，

平成13年度には，最も多い札幌市でも

64にとどまり，道内全体では約半分に，

室蘭市や釧路市では約30にまで落ち込

んでいる。

実車率（利用者を乗せて走行した距

離÷総走行距離×100）をみても（表

－1－2），バブル期の後はやはり一貫

して低下し続けて平成９年度には40％を割った。13年度の実車率をみても，もっとも市場の大

きい札幌市でもその値は36.7％にとどまり，もっとも実車率の低い室蘭市ではその値は25.4％

という水準にとどまる（14年度以降は都市別の実車率は把握されていないが，実車率の低下は

続いている）。また，表 －1－3は主要交通圏別に事業者数と車両数をまとめたものだが，タク

シー１両当りの人口でみても，室蘭市の人口数は263人と最も少なく，タクシー台数の過剰であ

ることが確認される。

特徴の二は，表 －1－4のとおり，こうした利用の減少・タクシー台数の過剰にもかかわら

ず，タクシー産業の場合は設備単位が小さく少額の資本で参入が可能で，企業規模の小さいこと
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表 －1－1 道内の主要都市別にみた，法人タクシーの輸
送実績（人員数）の推移
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が必ずしも経営上の不利に

ならず，なおかつ経営のノ

ウハウについても他産業に

比べて単純であるという産

業の特殊性もあり，規制緩

和の後には新規事業参入や

増車が続いていることだ。

また，よ
﹅
り
﹅
自由化した認

可運賃の枠の中で運賃値下

げ競争の動きもみられる。

道内では小樽・苫小牧・釧

路地域のように運賃の値下

げ競争の結果，結局は全社

が下限の水準にまで運賃を

下げざるを得ないところに

まで行きつくという事態も

生じている 。また，そう

した運賃値下げ競争が個々

の利用者からの値引きの要

請や，顧客企業からのキッ

クバックの要求にもつな

がっているとの組合（全

国）の指摘がある。もちろ

んそうした運賃の値下げも，

新規の需要の発生にはつな

がっていないようである。

ところで，こうした中で

経営者団体であるハイヤー

協会から脱退する事業者が

でてきている 。それは，

問題をはらむとはいえお互

いに増車を抑制するなど良

い意味で維持されてきた

「業界の秩序」が崩れる危

険性を示すものである。経

営の困難が続き協会への会費負担が増せば協会を脱退する事業者が増えて業界秩序の混乱の生じ

ることも予測される（もっとも，こうした脱退には，業界団体の機能不全に対する批判をともな

うケースもあるようで，この協会離れの動きの評価については検討の余地がある）。

不況と規制緩和のもとでの，道内タクシー業界の事業経営とタクシー運転手の労働・生活・安全衛生に関する調査報告(川村)

表 －1－2 道内の主要都市別にみた，法人タクシーの実車率の
推移

表 －1－3 主要交通圏別ハイ・タク事業者及び車両数

― ―27



２．労働者状態の悪化

こうした競争が促進される中で，

労働者状態の悪化は続いている。

まず運転手の収入水準は著しく

低い。厚労省『賃金構造基本統計

調査』（以下，『賃構』）から算出

すると，道内タクシー運転手の平

均年収は290万円で男性産業計と

の差は200万円弱に及び，40代

後半及び50代前半ではその差は

350万円にも達する。室蘭など地

方都市では運転手の賃金水準が北

海道の最低賃金（時給637円）を

割るという事態さえ生じていることが報道された。

収入の低下は利用の低迷だけによるのではない。タクシー産業は，原価構成の８割弱を人件費

が占めるという典型的な労働集約産業であるため，企業間競争の圧力が高まる中でより競争主義

的な賃金体系への変更が進んでいることにもよる。一定の固定給が保障されていたＡ型から，

AB型あるいはＢ型への変更である。とりわけ，社会保険料の徴収が総報酬制に移行した今日，

Ｂ型への転換の志向が経営側に生じているという。

低収入を補うための長時間労働もめだつ。厚労省『賃構』から算出したタクシー運転手（全

国）の年間労働時間は2400時間に達し，男性産業計と比べても200時間以上長い。北海道の例

でも最近，タクシー会社に対する超過勤務による行政処分の増加が報道されている 。規制緩和

をめぐる議論では，規制緩和は企業間の競争を促進するといわれていたが，タクシーの場合，営

業の責任は個々の運転手に課されており，企業間競争というより正確には労働者間競争に拍車が

かかっているといえよう。

安全衛生の問題も深刻である。まず運転労働者の健康問題は，運転作業にともなう高い精神的

な負担と勤務時間制の特殊性を背景に発生し，その問題性については従来から指摘されてきた 。

とりわけタクシーの場合，その勤務形態の主流は，隔日勤務という二日分を一度に働き深夜ある

いは朝方から日中にかけて休養をとるという健康の維持・改善にとって不利な勤務形態である。

そのため，運転手の高齢化という事情もあり，定期健診などの成績は他産業労働者と比べても著

しく悪い。最近の例でいうと，昨年，東京でのタクシー乗務員の健康調査で有所見率が87.7％

と都内労働者平均の45.1％を著しく上回る結果が示され，労働局から東京旅客自動車協会に対

して，乗務員の健康確保対策についての通達がだされるという事態があった 。

また，規制緩和の評価をめぐる主要な柱だった安全問題（交通事故）についても，政府統計に

みられるように，深刻である。事故件数そのものだけでなく，収入水準の低下と反比例して事故

率の増加が著しい（表 －2－1）。

そして図 －2－1のとおり，これまでは不況時にはタクシー業界に労働力が流入してくると

いうのが一般的だったが，労働条件の水準があまりに低いこともあり，運転手の募集は多いにも

かかわらず採用に至るケースは少なく，タクシー車両の実働率（稼働率）は低下している（運輸

局資料)。労働組合の指摘によれば，稼働率の確保のために勤務形態を隔勤から日勤に変えた

表 －１－４ 改正道路運送法施行以降の申請等の状況について
（平成14年２月１日～平成15年８月31日まで)
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り，中にはリースまがいの行為を行っている会社もあるとのことである。また，事業計画遂行の

ための十分な数の運転手を確保することができず，違法なアルバイト運転手の使用もみられると

いう。

ところで，こうした事業経営の困難・労働者状態の悪化という事態の一方で，高齢者人口や要

介護者の増加の中で公共交通機関の充実や福祉輸送の実現を求める声が高まりつつある。この点，

とりわけ介護タクシーをめぐる動向 についてはタクシー労組の運動課題とも深く関わるが，

詳しくは別の機会に論ずる。

Ⅱ．調査の概要

以上のような動向の中で，先に示した目的で次の三つの調査を行った。

⒜ 事業経営等に関する調査

道内の全ての法人タクシー事業者を対象にして質問紙調査を行った。

調査票の内容は，まず①会社の概要，運転手の年齢構成や雇用形態，②自社の経営状況，コス

ト削減策，③賃金・収入状況を中心とする自社の労働条件，④自社の安全衛生（管理）：運転手

の休業状況，健康診断の結果，事故発生状況，⑤規制緩和に対する評価・予測，⑥業界の問題に

ついての認識と要望を設定した。これらは⒝労働条件・安全衛生に関する調査と共通する項目で

ある。加えて，本調査独自の設問として，⑦福祉輸送の実施状況：福祉車両やヘルパー資格を

持った運転手の有無，今後の福祉車両の導入・資格取得の予定や希望，を尋ねた。なお②の会社

の経営状況については設問を多くし，いかなる目的でのタクシーの利用が多くいかなる目的での

利用が減っているのか，ここ数年でいかなる経営努力を図ってきたか，についても尋ねた。

表 －2－1 事業用及び自家用普通乗用車の事故件数，車
両台数・走行距離数当り事故件数（全国）

図 －2－1 全道及び札幌市の法人タクシーの実働
率の推移
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調査の方法は，北海道運輸局監修の『北海道運輸要覧』に掲載されていた348社（平成13年

７月31日現在）に対して，返信用封筒を同封して調査票を郵送した。

調査の時期は，調査票を８月の中旬に配布し８月の末日までに返送してもらった。一部は９月

に回収された。

以下では本調査を事業者調査あるいは事業経営調査とよぶ。

⒝ 労働条件・安全衛生に関する調査

⒝と⒞の調査では，労働組合からの

協力を得た（表 －0）。産別組合であ

る全自交労連・交通労連・自交総連そ

れぞれの北海道地方本部，連絡協議会

である三労協・中立労協，ナショナル

センターである「連合」の北海道地方

本部，そして以上のそれぞれに加盟し

ている各単組の協力を得た。

この⒝労働条件や安全衛生に関する質問紙調査は，各単組の執行部（１名）を対象にして行っ

たもので，調査票の内容は，上記の⒜調査の①～⑥と同じである。但し，本調査独自の設問とし

て，③には自社の労働条件などに関する問題状況を，④には在職死の有無や，事故を起こした運

転手に対する処分状況と再教育訓練の状況を，それぞれ加えた。

調査票の配布・回収は，組合本部によって，⒞の労働者調査とセットで行われた。但し調査票

の回収状況がよくなかったので回収期限を２月末日まで延長して回収率のアップを図った。

以下では本調査を単組調査あるいは労働条件・安全衛生調査とよぶ。

⒞ 運転手の労働・生活・安全衛生に関する調査

運転手を対象に行ったこの調査では，①属性，②就労に関する問題状況，③世帯員の就業状況，

世帯の収入源と収支状況，赤字の補塡状況，貯蓄，住まいの種類と費用負担，生活意識，④疲労，

自覚症状，持病状況，健康診断での結果，⑤ヘルパー資格取得の希望，⑥要望を尋ねた。調査結

果の比較のために，③の一部（収支状況や貯蓄，生活意識）は厚労省『国民生活基礎調査』と，

④については旧労働省『労働者健康状況調査』と，それぞれ設問（文言）を同じにした。

調査票は本部→各単組→運転手（各組合員）のルートで配布され，回収は逆のルートで行われ

た。対象は組合員に限定はしなかったが組合員（もと組合員を含む）からの回収がほとんどであ

る。なお，この⒞調査では，未組織労働者の状態の把握ということも視野に入れ，札幌・室蘭・

旭川・帯広各市内のタクシーベイで調査者が調査票を直接配布して一緒に渡した返信用封筒で回

収するという作業も行った。

調査票は９月末に配布し，回収期限は，冬期の運転負担が心身（疲労）に与える影響を除去す

るため11月末とした。

以下では本調査を労働者調査あるいは労働者状態調査とよぶ。

いずれの調査においても関係者からの聞き取りや資料収集も行っているが，本稿では質問紙調

査の結果を中心にみていく。

表 －0 単組執行部調査及び労働者調査で協力を得た組合
（協議会を含む）

― ―30 北海学園大学経済論集 第52巻第１号(2004年６月)



まず前半（ ）では，事業者調査と単組執行部調査の結果にもとづき，事業経営や労働条件・

安全衛生の状況に加えて，事業者や単組執行部が今日のタクシー業界に対していかなる問題意識

をもちまたいかなる取組が必要であると考えているかを，みていこう。

後半（ ）ではそのような状況下での運転手の収入・家計と健康を中心に分析した上で，彼ら

の要望についてみていこう。分析は年齢別と就労地域別（後述）に行う。

Ⅲ．事業経営，労働条件及び安全衛生（管理）の状況

１．回収状況

まず事業者調査では，348社に対する郵送の結果，６

社が宛先不明・転送期間の超過で戻ってきて，残り342

社のうち78社から回答があった（回収率は22.8％）。

そのうち72社分が有効回答である。

次に単組執行部調査は，表 －1－1のとおり118の

単組に調査票を配布し70部の回収があった（回収率は

60％）。部数でみると最も回収が多かったのは全自交労

連からの33単組分である。

２．事業規模，営業地域

まず両調査の回答者と道内の全法人タクシー事業者それぞれの事業規模別構成を比較する（表

－2－1）。なお以下の表中では，事業者調査の結果を［事業者］と，単組調査の結果を［単組

執行部］と，それぞれ標記している。

さて，事業者調査で捕捉できたのは，運転手の人数規模でみると「100人まで」「300人まで」

という中規模あるいは大規模クラスの事業者である。単組調査で捕捉できたのも大規模が中心で

ある（労働組合の組織されたところを

対象としているという事情による）。

いずれにせよ本調査では小・零細規模

の事業者の把握が十分でないことを確

認しておく。

またどちらの調査においても「札幌

交通圏」及び「人口10万人以上の市」

で営業をしているところからの回答が

中心である（表 －2－2）。とりわけ

単組調査ではこの二つに回答が集中し

ている。但し事業者調査では小規模の

自治体で営業をしている事業者も，十

分ではないがみられる。なお運転手の

人数規模でみると，大規模の事業者ほ

ど札幌交通圏など人口規模の大きな地

域で営業をしているところが多い。

表 －2－1 事業規模別にみた，道内法人タクシー事業者及
び本調査回答者（事業者）の構成

表 －1－1 産別組合別にみた，調査票
の配布・回収状況
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タクシー事業の経営や労

働条件などの分析には，事

業規模に加えて，営業地域

の人口数・年齢別人口構

成・タクシー以外の交通機

関の整備状況など地域特性

を考慮する必要があると思

われるが，今回は例数が十

分ではないので全体の状況

を中心に分析を行い，補足

的に運転手の人数規模別の

分析を行う。

人数規模で分けた四つの群を，便宜上，順に，零細・小・中・大規模群と呼ぶ。但し，単組調

査では「10人以下」の事業者がわずかだったので，事業者調査では「10人以下」「11～50人」

を，単組調査では「30人以下」「31～50人」を，それぞれの零細規模群，小規模群としているの

で注意されたい。

３．運転手の年齢と雇用形態

まずは各社で働いている運転手の年齢と雇用形態をみてみる。本調査では年齢階級別に運転手

の人数（比率）を尋ね，また雇用形態については「正社員」「嘱託」「見習・試行期間」「その他」

の四つに分けてそれぞれの比率を尋ねた。

表 －3－1上段のとおり，タクシー運転手の年齢構成の特徴は高齢に偏っていることである。

どちらの調査においても，運転手の４分の３以上が50歳以上という会社が全体の４割を占めて

いる。

また運転手の雇用形態だが，雇用の非正規化が主流の今日においてタクシーもその例外ではな

い。「正社員」の比率でみると（同表下段），事業者調査の全体では「50～75％未満」「75～100％

未満」そして「100％」に回答が約30％ずつみられるが，大規模群では前二者に回答が集中して

いる。また単組調査ではさらに非正規の比重が高い会社が多い。全体でみると正社員が

「25～50％未満」という回答も20％弱みられ，「100％」の運転手が正社員というのは零細規模群

の一部に限られている。

表 －2－2 事業規模別にみた，回答者の営業地域

表 －3－1 事業規模別にみた，高齢（50歳以上）運転手の比率及び正社員運転手の比率
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４．事業経営等

事業経営に関しては事業者調査で設問を多くしたので，同調査の結果を中心にみていこう。

１）売上と利用目的等

第一に昨年度の売り上げを平均値でみると（表 －4－1），大規模群で9.6億円，零細規模群

で４千万円である。

ここ１，２年での利益が「増えた」のは全体で10％にとどまり，半数は「１割以上の減少」，

20％は「３割以上の減少」である。

第二に自社のタクシー

の利用目的で最も多いも

の（以下，最多利用目

的）を尋ねたところ，表

－4－2のとおり全体

の４割が「通院」と回答

している。但し大規模群，

言い換えると「札幌交通

圏」で営業をしている事

業者の多い群に限定する

と，「通院」は20％弱に

まで減少し，「分からな

い」や複数の項目を選択

している事業者が多い

（設問では「一つに○を

つけてください」と指

示）。

ここでは，「札幌交通

圏」以外の地域では「通

院」利用の比重が高いこ

とを確認しておこう。

利用全体の増減は（同

表 中 段），90％強 が

「減った」と回答してい

る。では，いかなる利用

目的での減少が大きいの

か，その主なものを一つ

選択してもらったところ

（同表下段），上記の「最

多利用目的」とは異なり，

「飲食」をあげた事業者

が多く（41.5％），「通

表 －4－2 事業規模別にみた，自社で最も多いタクシーの利用目的，こ
こ１，２年での利用の増減及び最も減少した利用目的

表 －4－1 事業規模別にみた，昨年度の売上及びここ１，２年での営業利益
の変化
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院」が主な減少というのは15.4％である。

２）積極的な経営努力と，コストの削減

第三に，ここ数年の間に行ってきた営業努力・サービス向上策だが（表 －4－3），大規模群

の特徴は，GPSなど新技術の導入（82.4％）や会社の宣伝・PR（47.1％）など資金力を活かし

た取り組みがまず目立つことである。また接客・挨拶（94.1％）や運転教育・訓練（70.6％）な

ど運転手に対する管理も，とりわけ事業規模の小さい群と比べると多い。これに対して中規模群

では，福祉車両の導入が半数を超えるほか（大規模群では４分の１），ヘルパーの資格の取得も

半数を超えており，福祉輸送の取り組みを強めているところが多い。もちろん，本調査の回収率

の低さを考えても，これが中規模の事業者に一般的な特徴といえるかはなお検討が必要だが，実

際に介護タクシー事業を行っている事業者からの聞き取りによれば，この規制緩和時代のなかで

大規模の事業者がスケールメリット路線を志向する傾向にあるのに対して，特色をつけて生き残

りを図ろうとする中規模の事業者のほうが福祉輸送に取り組む傾向が強いのではないかというこ

とだった。

さて上記の積極的な営業努力に対して第四に，ここ数年で職場ではどのようなコスト削減策が

行われてきたかをみてみよう（表 －4－4）。この設問は事業者・単組執行部に共通して設定し

たので，両者をあわせて検討してみよう。

表 －4－4 事業規模別にみた，ここ数年の間に行ってきた（行われた）コスト削減策

表 －４－３ 事業規模別にみた，ここ数年の間に行ってきた営業努力・サービスの向上策
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まずどちらの調査でも，④車両の代替期間の延長が90％弱に及んでいるのが特徴である。事

業者調査ではそれにつづいて，⑥一般管理費の削減（76.4％），②賃金体系の見直し（54.2％），

③賃金水準の切り下げ等（41.7％）が多い。また①の非正規雇用の増加も全体で40％弱を占め

ており，とりわけ大規模群では60％弱に達している。

単組調査では，大規模群が多く捕捉されていることの反映で，④に続くのは，①非正規雇用の

増加（71.4％）である。また②賃金体系の見直しや③賃金水準の切り下げがその後に続いている

（事業者調査と異なり②より③が高率である）。なお事業者調査と異なり⑥一般管理費の削減が低

いのは，労使の間での情報（量）の違いが反映している可能性がある。

なお④に加えて⑤車両の点検・整備費用の削減が少なくない（とりわけ単組調査の大規模群）。

タクシーよりも早い時期に規制緩和が導入・展開されたトラック産業では，車両の老朽化や整備

不良を背景とした事故の増加が指摘されているが，規制緩和による競争の促進・経営の困難が交

通事故の潜在的な危険要因を増大させていることの例証といえよう。

５．労務管理・労働条件，収入

１）賃金体系と収入水準

まず賃金体系を検討する。本調査では賃金体系を「Ａ型」「Ｂ型」「AB型」「リース制」「その

他」という五つにわけ，それぞれが適用されている運転手の人数（比率）を尋ねた。

表 －5－1のとおり，固定給を残したＡ型はいまやわずかである。両調査にみられるとおり，

Ａ型を全く採用していない事業者はそれぞれ70％を超えている。

なお零細規模群では無回答が多かった。一般的に，零細業者では労務管理が十分に整備されて

いない傾向にあることが指摘されているが，タクシー業界についての実態の把握が課題である。

次に運転手の年収（税込み）の水準である。本調査では，正規雇用されている（正社員）運転

手の年収について，最低額・最高額・平均額の三つを記入してもらった。但し単組調査では「分

からない」という選択肢も設定した。

まず両調査を比較すると（表 －5－2），平均値は，最高年収を除き単組調査でより低い。事

業者調査では最低・最高・平均の平均値はそれぞれ，224万円，393万円，295万円という水準

で，単組調査ではそれぞれ，199万円，405万円，273万円である。もっとも，いずれの調査結

果でみても，他産業の労働者と比較した際の収入水準の低さは明らかである（タクシー運転手の

年齢構成を考慮すればなおのことである）。なお規模別にみると，最高年収については大規模群

でより高い。大規模群には札幌交通圏という無理をすれば稼げる余地が相対的に大きい地域で営

表 －5－1 事業規模別にみた，Ａ型賃金を適用している運転手の比率
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業している事業者の多いことを反映していると考えられよう。

２）生活費の貸付や兼業及び職場の問題状況等

つづいて運転手に対する生活費の貸付制度が会社にあるかを尋ねた（設問では「（共済制度や，

個人的な貸付も含める）」という注釈もつけた）。

結果は表 －5－3上段のとおり，事業者調査では40％弱が，単組調査では50％が，「ある」

と回答している。規模別にみると，大規模群で「ある」という回答が高い（60％台）のが両調査

に共通している。またその利用については，ここ数年で「増えている」という回答が事業者調査

では50％弱，単組調査では70％弱を占めている（同表中段）。

そして運転手の生活の困窮状況に対する認識を尋ねたところ（同表下段) ，以上のような状

表 －5－3 事業規模別にみた，貸付制度の有無，制度利用者の増減及び運転手の生活状況についての認識

表 －5－2 事業規模別にみた，正規雇用されている運転手（正社員）の最低・最高・平均年収
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況を背景に，「苦しいようだ」ということで労使ともに一致している。但しその認識には差があ

り，単組執行部でより深刻なものとして受け止められている。

ここで，単組調査でのみ尋ねた，労働条件に関する幾つかの設問についてもみておこう。

まず社会保険に未加入（設問では「（日雇い的に雇われている）」という注釈もつけた）の運転

手が自社にいるかを尋ねたところ（表 －5－4），大規模群で「いる」という回答が40％強に及

んでいた。運輸規則で禁じられたアルバイト運転手の選任と思われるケースが珍しくないことを

示唆する結果といえよう。

次に兼業を行っている運転手の有無について「タクシー以外の仕事を兼業で行っている運転手

はいますか」と尋ねてみた（表 －5－5）。本来，兼業は禁止であるはずだが，「いる」という単

組は全体の30％強に及んだ。

もっともその兼業の仕事の内容を詳細にみると（表 －5－6），「タクシー以外」の仕事である

表 －5－4 事業規模別にみた，社会保険が適用されていない（日雇い的に雇
われている）運転手の有無

表 －5－5 事業規模別にみた，兼業運転手の有無

表 －5－6 事業規模別にみた，回答（兼業）の内容
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ことが不明確なものがまずあった。例えば「アルバイト」「パートタイム」など雇用形態が記述

されていたものである（タクシーでの休日出勤を「兼業」と間違えて回答したと推測される）。

また会社が兼業で行っていると推測される仕事（例えばバスやレンタカー）や，賃貸業あるいは

家族で営んでいるような内容の仕事（農業）などもみられた。

しかしながらその一方で，建築・建設関係や軽貨物事業なども記載されており，タクシーと別

の仕事をかけもちで行って生計を立てているケースの存在が示唆される。健康で文化的な最低限

の生活保障という視点だけでなく，疲労による事故など安全という視点からも，問題視されるべ

きことといえよう。

最後に，職場での賃金などの問題についてその有無を尋ねたところ（表 －5－7），③売上の

低い運転手への叱責が半数に及ぶほか，通達で禁じられている①累進歩合制度の採用（40％弱）

に加えて，②ノルマの要求（30％強）など，安全上からも問題視されるべき状況が少なからずみ

られた。

６．安全衛生（管理）

１）休業，定期健診の状況など

本調査では「病気や怪我での１ヶ月以上の休業」の有無と１年での休業人数を尋ねた。休業の

有無について単組調査では「分からない」という選択肢も設置した。表 －6－1のとおり，両

調査とも「ある」の比率が高く（それぞれ60％弱，70％弱），とりわけその比率は大規模群で高

表 －6－1 事業規模別にみた，１ヶ月以上の休業の有無とその人数規模

表 －5－7 事業規模別にみた，職場の問題状況
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い。

１年での休業者数を運転手全体の人

数で除した値（以下，休業者比率）を

みると（同表下段），事業者調査では

「2.5％未満」「2.5～5.0％未満」に，

単組調査では上記の二つに加えて

「5.0～7.5％未満」に，それぞれ回答

が集中している。

また単組調査でのみ尋ねた運転手の

疲労の回復状況をみると（表 －6－

2），「疲れの回復が充分でないと思わ

れる」運転手の規模が「ほぼ全員」か

「半数以上」の単組は合計で全体の約

半数を占めている。

次に健康診断について検討する。

まず事業者調査でのみ尋ねた定期健診の実施状況だが（表 －6－3），健診は零細・小規模群

の一部を除く全てで実施されている。

では運転手の健診結果の把握の有無と結果をみる。但し単組調査では把握の対象を「職場の組

合員全体」と限定した。理由は，運転手全体の診断結果の把握は無理であっても「組合員」だけ

であれば把握は可能であると思われたためである。

だが結果は（表 －6－4），事業者の場合ほぼ全てが結果を把握しているのに対して単組執行

部の場合，診断の結果を「把握している」のは４割にとどまる。組合本部からの聞き取りでも，

組合による安全衛生活動はほとんど行われていないとのことである。本人の健康上はむろんのこ

と安全上からも，個々のプライバシーに配慮した手法で運転手（組合員）の有病状況の把握を行

表 －6－2 事業規模別にみた，「疲れの回復が充分でない
と思われる」運転手

表 －6－3 事業規模別にみた，昨年の定期健診の実施状況

表 －6－4 事業規模別にみた，診断結果の把握，精密検査や治療を必要とされた運転手の規模及びその受診・
受療状況の把握
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うことが最低限必要だといえよう。

では診断の結果については「把握」の十分な事業者調査を中心にみてゆく。本調査では診断結

果を「異状なし」「経過観察」「要精密検査」「要治療」の四つに分けてそれぞれに該当する運転

手の人数（比率）を記入してもらった。

四つの診断のうち要精密検査あるいは要治療という診断を受けた運転手（以下，「要精密検

査＋要治療」群）の規模をみると（同表中段），平均で２割だが，同群が50％に及ぶという事業

者も１割を超えている。

だが，職場での配慮が必要なこうした状況にもかかわらず，健診後の管理は必ずしもよくはな

い。当該運転手がその後に検査や治療を受けたかどうかの把握・受診受療状況を尋ねたところ，

同表下段のとおり，「きちんと受けているものが多い」というのは６割にとどまっている（労働

組合においてはこの再検等の把握はほとんど行われていない）。

２）事故の発生状況

ここで安全面に目を転じてみる。

本調査では，自社の運転手を第一当事者とする事故について「人身事故」と「物損・自損事

故」に分けて，その発生件数の把握の有無と１年での発生件数を尋ねた（表 －6－5）。

まず事故の把握については人身も物損・自損（以下，物損等）も把握されている。但し労働組

合での把握状況がやや悪く，とりわけ物損等の把握が十分でない。

では年間の事故の発生規模だが，ここでは事故件数を運転手全体の人数で除してまとめた（以

下，事故率）。まず人身事故率は，平均で４，５％台である。だが，「10.0％以上」という回答も

回答者全体の８，９％と少なくない。

表 －6－5 事業規模別にみた，人身事故及び物損・自損事故の把握，運転手全体に占める事故の比率
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次に物損等事故率は，平均値は事業者調査では25.6％，単組調査では30％弱を占めており，

営業地域の交通環境などを反映してか事業規模の大きい群ほど事故率が高い。

ここで単組調査でのみ尋ねた安全衛生関連の設問の結果もみておく。

職業運転手の事故（交通事故）は労働災害という性格をもつにもかかわらず過失割合が大きけ

れば運転手（労働者）が加害者として処分されてしまう。こうした事態に対して職場レベルでは，

不当な処分を行わせないことや再発防止の訓練等が労働組合の活動として期待されるが，実際は

どうか。

表 －6－6のとおり，

まず前者については，「事

故の状況・原因に従い」適

切な処分が行われていると

いうのは全体の６割にとど

まり，残りは会社の恣意的

な判断が少なからずかか

わっているという。また，

運転手に対する再度の教育

訓練についても極めて不十

分で，再教育訓練が「全く

行われていない」会社も４

分の１を占めている（もっ

とも教育訓練の効果につい

てはその内容とあわせて検討される必要があるだろうが）。

次に，ここ４，５年での在職死の有無をみると（表 －6－7），半数の単組が「ある」と回答

している。多いのは病死だが事故死も少なからずみられる。在職死が「ある」という単組全体の

うち20％強で事故死が発生している。

委員会の活用をはじめとする安全衛生活動の充実が労働組合に求められることを最後にあらた

めて強調しておく。

表 －6－7 事業規模別にみた，ここ４，５年での在職死の有無，
病死及び事故死の人数

表 －6－6 事業規模別にみた，事故を起こした運転手に対する処
分と再教育訓練の状況
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７．規制緩和に対する評価など

１）規制緩和の導入・展開に対する評価・予測

2002年以降の本格的な規制緩和やその影響についての労使双方の評価・予測はどうか。事業

者の結果を中心にみると（表 －7－1左），①個々のタクシー会社の営業努力が進むという評価

や，②運賃・料金の値下げが進む，③運賃・料金以外のサービスの多様化が進むなどの評価はそ

れぞれ40，50％に達している。そして⑩営業努力の足りない会社は淘汰されるという回答が

60％を超えており， 労働条件やサービス面で劣る（低水準の）会社が逆に生き残ると予測して

いる事業者は少ない（12.7％）。以上の結果は規制緩和を積極的に評価したものとも解釈できる

かもしれない。

だが事業者が無批判に規制緩和を評価しているわけではない。運転手や利用者への否定的な影

響についての予測も多い。すなわち，⑥労働条件が悪化するおそれ（67.6％），⑦過度の競争に

よる安全面への影響（50.7％），⑧運転手やサービスの質の低下（46.5％），⑨運賃の自由化にと

もなう混乱（53.5％）などである（なお，以上の予測はとりわけ大規模群，換言すると札幌交通

圏で営業をしている事業者で高い）。さらには，⑤営業・サービスの改善よりも人件費の見直し

などによるコスト削減策が進むという予測も半数を占めている。なおこれらの運転手や利用者へ

の否定的な影響についての予測は，単組執行部ではより高く示されており，とりわけ大規模群で

⑥～⑨の予測が高い。

規制緩和でサービスが（一定程度）進むと認識されているとはいえ，それは，競争の過熱化の

もとでのパイの奪い合いというかたちで，しかも労働者や利用者への否定的な影響をともないな

がら進むと予測されていると理解されよう。それも，小さな自治体よりも市場競争の余地が相対

的に大きくなおかつ過剰の車両で交通環境のよくない「札幌交通圏」で営業をしている事業者あ

るいは単組で，規制緩和による影響を強く意識せざるを得ないと推測される。なお，規制緩和で

表 －７－１ 事業規模別にみた，規制緩和の導入・展開に対する評価・予測
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④タクシーの利用が全体として増加すると考えているのはどちらの調査でもごくわずかであった。

２）需給調整の必要性に対する見解

では，規制緩和で廃止された需給調整の必要性についてはどう考えられているのか。この点は

表 －7－2のとおり，従来どおりの基準で行うかどうかは別として，零細規模群を除くほぼ全

てで「必要」であると考えられている（零細規模群で「必要ない」が高いのは競争が激しくなる

ほどの市場がそもそもみられないためと思われる。よって後述のとおり同群ではほぼ全てが増車

の予定もない）。

ちなみに従来とは異なる需給調整のその基準についてどのようなものが考えられているかも尋

ねてみたところ，無回答もありまた回答の全てが従来の基準と明確に異なるものでは必ずしもな

かったが，事業者の回答にも，運転手の賃金や（会社の）総合的な評価で行うべきという労働組

合の視点と重なるものもあった（例えば「実車率や走行距離でなく乗務員の賃金を基に」，「法令

遵守，事故件数，収支状況」などである）。

需給調整が必要であるという見解が多数のこうした状況の一方で，規制緩和が導入・展開され

ているもとでは事業者は増車を選択せざるを得ない状況にある。すなわち同表の下段のとおり，

今後の増車予定ということになると，零細規模群では「増車の予定はない」という回答がほぼ全

てを占めるが，事業規模が大きくなるとともに増車志向が強まり，大規模群では「他社が増車を

するようであれば」という消極的な増車志向だけでもまず半数を超え，積極的な増車志向も４分

の１を占めるに至っている。今後一社の増車を契機にして連鎖的に増車が各社で行われる可能性

も否定できない。規制緩和の弊害を明らかにすることと，新しい基準も含めての需給調整・増車

に関するルールの整備が課題である。

８．業界の問題と要望

１）業界の問題についての認識

では，業界が抱えている問題について労使双方はどう認識しているだろうか。本調査では「と

くになし」を含めて11の「今日のタクシー業界が抱える問題」状況を設定し，あてはまる項目

を選択してもらった。

表 －7－2 事業規模別にみた，需給調整の必要性に対する見解
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表 －8－1のとおり，いずれの項目についても単組執行部でより強く問題が意識されている。

ここでは中小企業の運動の前進や労使の共同の可能性を検討するという視点に立ち，事業者調査

の結果を中心にみていこう。

第一に広義の労働条件に関する問題についてみていこう。まず，運転手の労働条件（⑥，⑦）

や⑤運転手の高齢化が高い割合で問題視されている。とりわけ⑦賃金・収入水準の低さについて

は事業者であっても強く問題視せざるを得ない状況がどの規模でもみられる。また⑤の高齢化に

ついても零細規模群を除き高率である。⑥の長時間労働・過重労働についても，約40％もの事

業者自らが認めざるを得ない状況である（もっともこの⑥については，単組執行部では70％強

が問題視している）。

また，⑨危険運転や違反場所での客待ちという行為についても全体で30％が問題視しており，

とりわけ札幌圏や地方都市を営業地域とする中・大規模群ではその比率は40，50％に達してい

る（この⑨についても単組調査ではその比率は70％弱に及び，とりわけ大規模群では90％弱に

達していることを強調したい）。もっとも，政府統計では明確なタクシーを第１当事者とする事

故の増加（⑧）については，事業者の場合必ずしも問題視しているわけではないし，単組執行部

でも30％強にとどまる。自社で事故が増加していないとしても，「規制緩和による安全破壊を許

さない」というスローガンに比べて問題意識がやや低いように思われる。

第二に，同業者の違法行為等についてはどうか。③違法行為を行う会社の存在を指摘している

のは全体で30％にとどまり，④そうした行為に対する行政機関の取締り不足を指摘する事業者

も少ない（10％）。これらの設問の結果は単組執行部の認識と大きく異なる点の一つで，単組執

行部では，これらの③違法行為や④取締り不足について問題視するものはそれぞれ50％台に達

している。

第三に経営に関する問題はどうか。まず，（いかなる内容を想定しているかは不明だが）②公

的支援・助成の不足という回答が事業者では46％，単組執行部では65％が意識している。また，

労使で回答状況が大きく異なる点の一つだが，①各社の経営努力の不足は，事業者の場合17％

とわずかであるのに対して単組執行部の場合60％を超えている。この両者の違いとりわけ単組

執行部からの指適をどう評価するかは検討の必要があるが，ここで指摘すべきは，今日のタク

シー業界の不振を構造的にとらえ，個々の経営レベルでの努力はむろんだが，業界レベルでの取

り組みを進めることの必要性である。

表 －8－1 事業規模別にみた，業界の問題についての認識
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２）要望

では最後に，労使双方が「業界全体として今後，どういう取組が必要」であると考えているか

をみてみよう。本調査では「とくになし」を含む16の項目を設定し，必要だと考えているもの

を選択してもらった（表 －8－2）。

まず，差し迫った課題である①タクシー台数を適正なものにすること，②運転手の労働条件を

改善することについては単組執行部ではいずれも90％台が必要だとしており最も回答が集中し

てみられる項目である。これらの二点は，単組執行部に比べると数値は低いとはいえ事業者にも

比較的強く意識されている（それぞれ50，60％台）。とりわけ①については零細規模群を除き高

率である。

次に③行政機関によるタクシー会社への監査体制の強化と④（違法行為に対する）厳しい行政

処分についてみると，これらは単組執行部と事業者とで最も違いのあった項目で，前者ではそれ

ぞれ60，70％台が必要だと考えているのに対して後者ではいずれも10％弱，20％弱にとどまる。

続いて，長期的な課題の一つとしての福祉輸送の充実という点をみていくと，まず⑧交通弱者

など利用者への公的支援等については労使それぞれ50，60％台が必要性を感じている（だがそ

うした政策の前提の作業としての，⑥地域における交通弱者等のタクシー需要や利用ニーズの把

握・調査については⑧に比べるとやや落ちるが）。なお福祉輸送に関連する項目としてその他に，

福祉車両の導入時の助成や 運転手がヘルパー資格を取得する機会拡充・助成の導入があるが，

労使双方とも30，40％台が必要だと考えている。

長期的な課題の二つ目であるモータリゼーションの是正に関わる項目（⑨⑩ ）については，

表 －8－2 事業規模別にみた，要望（複数回答可)
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地域の交通環境を反映してか大規模群でより高い。すなわち労使ともに大規模群では⑩自家用車

の市内中心部への乗入規制・総量規制や マイカー中心からタクシーを含む公共交通機関中心へ

の転換を促進する各種の施策が，それぞれ70，80％台を占めている。また⑨の違法駐車の取締

りも，事業者（大規模群）では53％，単組執行部（大規模群）では74％が必要としている。

その他に，まず運転手の職業能力形成・社会的地位の向上に関する項目として，⑤運転教育・

訓練の充実が労使双方で40，50％台を占め，また産別組合の要求として掲げられているいわゆ

るタクシー運転免許制度の構想と重なる⑥公的な資格制度の導入については，事業者でも約

30％が必要と考えている（単組執行部では43％）。

次に 関係者による実行性のある懇談機関の設置と懇談についても30，40％台が選択してい

る。この点については規制緩和の導入の際に「地域協議会」が設置されているが，必ずしも十分

に機能していないという労働組合サイドからの指摘もある。制度面・運用面のチェックと必要な

改善が求められる。

なお表 －8－3は，上記の要望のうち最も強く望むものを３つ以内で選択してもらったもの

である（数値は延べ数）。単組執行部では①タクシー台数の適正化と②労働条件の改善の二点が

それぞれ約30％，20％強で多いのに対して，事業者では，①が25％と多いのは共通するが，②

は約10％にとどまる。だが代わりに⑧交通弱者などへの公的支援の拡充，⑨マイカー中心から

公共交通機関中心への転換など労働組合をはじめとする諸団体との共同の可能性が考えられる項

目を強く望んでいるものが10％を超えている。

表 －8－3 事業規模別にみた，最も強い要望（３つ以内)
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Ⅳ．運転手の労働・生活・安全衛生

表 －0－1のとおり，労働者調査では

6155部の調査票を配布して2372部の調査票

が回収された（回収率38.5％）。そのうち欠

損の多い回答を除いた有効回答数は2227部

だった。道内のタクシー従業員は２万7475

人でそのうち運転手は２万4133人とされて

いる ので，本調査では道内の法人タク

シー運転手全体の10％弱を捕捉した計算に

なる。

回答者の97％（2161人）が男性で，女性

はわずか（66人）だったので，本稿では分

析の対象を男性に限定する。

本稿では年齢別の分析のほかに，回答者の

就労地域（所属の単組・会社の所在地で代

替）別の分析を行う。

具体的には次のように地域を分けた（表

－0－2）。すなわち本調査回答者の就労地

域は23の市町に分かれたので，まずは主要交通圏（北海道運輸局資料参照）で就労しているも

のを一つにまとめた。但しそのうち札幌市で就労しているものについては単独で分けた。

次に，残りの主要交通圏以外の回答者については，旧産炭地に該当する空知支庁管内の市町で

就労しているものが多く含まれていたので，彼らとそれ以外とを分けた。よって回答者は，①札

幌市群，②札幌市を除く主要交通圏（以下，便宜上，地方都市）群，③空知（支庁の市町）群，

そして④その他群という四つに分類された。

なお地域別分析の詳細は後ろに掲げたので参照されたい。

１．回答者の属性等

回答者の年齢構成は，50歳代が60％を占めている（表 －1－1）。表 －1－2のとおり世帯

構造は「配偶者と子ども」が全体の36％，「配偶者のみ（二人暮し）」が24％，「一人暮らし」が

15％で，この三つで全体の約75％を占めている。年齢別にみると，30歳代以降で「配偶者と子

ども」の世帯が増加し，50歳代からは「配偶者のみ」の世帯が増加している。

表 －0－1 産別組合別にみた調査票の配布・回収状況

表 －0－2 回答者の地域別分類

表 －1－2 年齢別にみた，世帯構造表 －1－1 年齢構成
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地域別にみると（表 －1－3），いずれの

地域においても50歳以上が60，70％台を占

めている。世帯構造には共通した特徴がみら

れ，「配偶者と子ども」が最も多く「配偶者

のみ」がそれについでいる（但し比率には差

がみられる）。だが三番目に多いのは，「空

知」群以外では「一人暮らし」であるのに対

して「空知」群では「親のみ」となっている。

関連して「空知」群では世帯員に要介護者が

いるというものの比率もやや高い。

２．経験年数，雇用形態等

タクシー乗務経験年数は年齢ととも

に増加し，回答者のもっとも多い50

歳代では平均で17年である（表 －

2－1）。

雇用形態については，組合の協力で

行った調査であるため，60歳以上を

除くどの年齢層でも正社員がほとんど

で，同じく60歳以上を除くどの年齢

層でも労働組合に「加入してる」者が

90％前後を占めている。

地域別にみると（表 －2－2），乗

務経験年数は，「札幌市」群では平均

経験年数が短く「10年未満」の比重

は40％を占め，経験年数の長いもの

が多い「その他」群とのその差は20

ポイントになる。

就労形態については，「札幌市」群

以外の出社時刻・退社時刻の位置や拘

束時間の長さについて明らかでないが，

まず「隔日勤務」が「地方都市」群と

「空知」群で70％前後を占めて高率で

あること，「札幌市」群と「その他」

群ではそれ以外の就労形態の比重が高

く「札幌市」群では「夜勤専門」が全

体の５分の１を占めて高率であること，

などの特徴があげられる。

表 －1－3 地域別にみた，回答者の属性等

表 －2－2 地域別にみた，経験年数，雇用形態等

表 －2－1 年齢別にみた，経験年数，雇用形態等
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３．最近の働き方にみられる問題状況

タクシーの賃金体系は歩合に依存していることが主な特徴だった。それに低収入という条件が

重なり，運転手は，表 －3－1のとおり，②休憩時間の削減（49.9％）や①拘束時間の大幅な

延長（38.4％）を余儀無くさせられているほか，⑥公出がほとんど毎月行われるという状況も４

分の１の回答者にみられる。また，その中で，⑤焦り（53.2％）や⑧違反場所での客待ち

（42.5％）そして⑦危険運転行為（38.9％）が高い比率で発生している。

地域別にみると（表 －3－2），当該地域のタクシー需要や交通環境などが反映されたような

結果で，問題は，概して，「地方都市」群や「札幌市」群で多くみられる。順にみていこう。

まず拘束時間あるいは労働時間の延長（①，②）は「札幌市」群と「地方都市」群でそれぞれ

40，50％を占める。

体調不良（③，④）については，「地方都市」群で高く（計83.4％），最も低い「空知」群と

の差は30ポイント弱に及んでいる。この「地方都市」群では⑤売上をあげようという焦りや⑥

公出の頻度についても最も高い。

そして最後に⑦危険運転や⑧違反場所での客待ちについても，「札幌市」群と「地方都市」群

表 －3－2 地域別にみた，最近の自分の働き方にみられる問題状況

表 －3－1 年齢別にみた，最近の自分の働き方にみられる問題状況
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の二つで高率である。

４．収入生活等

では，タクシー運転手が直面している最大の問題ともいえる収入状況について詳しくみていこ

う。全体の結果とあわせて地域別の分析をまず行う（表 －4－1，表 －4－2）。

表 －4－1のとおり，まず①回答者の昨年度の年収（税込み）は，平均で286万円という水

準である。「札幌市」群では300万円未満が40％弱にとどまっているのに対して，残りの地域で

の年収の低さは著しく，なかでも「空知」群では300万円未満がほとんど（91.2％）で，200万

円未満も４分の１弱を占める。

こうした低収入を世帯ではどう補っているのか。その主たるものが③世帯員の就業収入である。

全体では世帯に就業者がいるというものは７割を占めている。就業収入以外のその他の主な収入

源（⑤）としては，年金が13％を占める程度である。ところで，先の単組執行部調査でもみた

が，「兼業」が比率はわずか（3.7％）だがやはりみられる。その内容についても，選択肢を設定

して回答してもらった結果，「その他」にはタクシーの公出（アルバイト）が含まれている可能

性があるので除去するとしても，「トラックなど運送関係」「建設関係」に若干だが回答がみとめ

られた（なお「空知」群では，「親のみ」が多いという世帯構造の構成も反映してか，世帯員の

就業率が６割ともっとも低く，年金と農業等の兼業をその他の主な収入源としているものが相対

的に高い）。

さて，⑦世帯の収支をみると全体では65％が赤字で，「毎月赤字」だけでも35％を占める。中

でも「札幌市」群と「地方都市」群でその比率は高い。それに対して本人の年収が最も低かった

「空知」群では赤字の比率が低く，赤字の補塡に借金をしている比率も相対的に低い。理由とし

ては，住居の負担が低い（後述）など同群の支出構造の影響が考えられる。

ではこの赤字はどう補塡されているのか。赤字と回答したものに限定して赤字の補塡方法を選

択してもらったところ（⑧），預貯金の取り崩しがもっとも多かった（73.6％）。だが加えて，労

金や銀行からの借金（15.6％），家計を別にする家族や親戚からの借金（15.4％），さらには勤め

先・会社からや消費者金融からの借金も少なからずみられた（7.2％，5.7％）ことも強調してお

きたい。

次に表 －4－2のとおり，本人や世帯員の就業収入に⑤世帯の主な収入源を加えた，⑩世帯

の年間総収入（税込み）の金額は，不明（「分からない」）という３割の回答者を除いてみた結果，

300万円台が中心で（35.7％）， 貯蓄についても，「預貯金・保険及び個人年金・有価証券等の

合計金額」を尋ねたところ（不明が３割弱と多いが）「なし」が３割を占めており， 生活意識

についても，「大変苦しい」が全体の半数を占めている。家計の余裕はほとんどないことが推測

される。

ところで地域別にこれらの結果をみると，⑩世帯の総収入は「空知」群では４割が，「地方都

市」群では３割が，それぞれ300万円未満という水準でよ
﹅
り
﹅
低いが， 貯蓄は，「札幌市」群で

も全体と同様に「なし」が30％を占めており， 生活意識も，「大変苦しい」に限ればむしろ

「札幌市」群でやや高い。「空知」群と「その他」群では住居負担の低いことが反映していると推

測される（ ）。すなわち同群では「持ち家」が６割強，「公営住宅」が２割で，費用負担の

「かからない」のも４割弱で，その金額についても平均で３万８千円である。

ここで年収の最も高い「札幌市」群に限定して年齢別の分析を行う（表 －4－3，表 －4－
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表 －4－1 地域別にみた，収入生活等の状況（1/2)

― ―51不況と規制緩和のもとでの，道内タクシー業界の事業経営とタクシー運転手の労働・生活・安全衛生に関する調査報告(川村)



表 －4－2 地域別にみた，収入生活等の状況（2/2)

― ―52 北海学園大学経済論集 第52巻第１号(2004年６月)



4）。なお20歳代は例数が少ないので省略する。

表 －4－3のとおり，まず①年収は，歩合に依存しているため，60歳以上で減収になってい

るのを除き年齢による差はほとんどない。60歳以上では，③世帯員の就業率もやや低下してい

るがなお６割を占めており，かつ，本人あるいは世帯員が年金を受給しているというケースが多

い（35.7％）。

⑦世帯の収支は，どの年齢層でも赤字が半数を占めているが，とりわけ40歳代と50歳代では

「毎月赤字」の比率が40％弱を占める厳しさである。⑧何らかの借金をしているものも多く，家

計を別にする家族・親戚からの借金を除いても，その比率はなお30％台を占めている。

次に表 －4－4のとおり，⑩世帯の年間総収入はどの年齢層も300万円台の比重が最も高い

が30歳代から50歳代では分布は上の階級にもひろがっている（逆に60歳以上では300万円台

が半数弱を占める）。

但し 世帯の貯蓄は60歳以上において上位の階級にも分布がひろがっており， 生活意識も，

60歳以上では他の年齢層に比べてやや改善されている。もっとも苦しいのは40歳代と50歳代

である。

なお本調査の収入に関する設問⑩ に関連して，厚労省『国民生活基礎調査』の結果を比較

の対象として示したが，タクシーでは，国民一般と比べて世帯当りの所得（平均所得）が低いこ

と（表 －4－5），貯蓄の「なし」の比率が高くまた貯蓄の額については（「分からない」が多い

分を考慮する必要があるが）低位であること（表 －4－6），そして生活意識は「大変苦しい」

と「苦しい」に回答が集中しており，国民一般で多い「普通」がわずかであること（表 －4－

7），などの特徴が確認されよう。

では，同じく「札幌市」群に限定して，主要な世帯構造（「一人暮らし」「配偶者のみ」「配偶

者と子ども」）について年齢別に収入生活等をみてみよう（表 －4－8，表 －4－9）。

まず，家族をもたない一人暮らしの場合，60歳以上（の年金）を除き本人の就労収入以外に

主な収入源はなく（⑤），⑩世帯の年間総収入は200万円台と300万円台に集中している。借金

も多く（⑧）， 貯蓄は「なし」が40，50％を占めている。なお一人暮らしの場合， 住居が，

高齢であっても持ち家の比率が少なく代わりに民間賃貸住宅が50，60％を占めて多いことも特

徴である。

次に，配偶者との二人世帯では，③配偶者が働いているというケースが（60歳以上では40％

に下がるが）60％台を占めているので，⑩世帯の総収入が300万円未満というケースは上記の一

人暮らしに比べれば少ない。 貯蓄についても，一人暮らしに比べれば，「なし」は少ない。

最後に，配偶者と子どもからなる世帯では，②就学負担（養育負担）という要因も加わるため

か，③世帯員の就業率は二人世帯よりもさらに高くなり，40歳代では75％，50歳代では85％に

達する。よって，⑩世帯の年間総収入は他の世帯構造群に比べれば上の層にも分布がひろがって

いるが，とはいえ回答は300，400万円台に集中しており，支出も多いためだろう，⑦世帯収支

は，他の世帯構造群に比べても赤字（「毎月赤字」）が多い。また 貯蓄も配偶者との二人世帯同

様に少なく， 生活が「大変苦しい」というケースは60歳以上においても高い。

ところで，「連合」 は，さいたま市の環境をモデルとして最低生計費の試算をマーケットバ

スケット方式で行っている。この試算によれば，１人世帯（成人男子）では225万，２人世帯

（夫婦）では299万円，３人世帯（夫婦と男子小学生）では367万円，４人世帯（夫婦と男子小

学生２人）では442万円が税・社会保険料込みの年収（年間必要生計費）とされている（いずれ
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表 －4－3「札幌市」群の，年齢別にみた収入生活等の状況（1/2)
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表 －4－4「札幌市」群の，年齢別にみた収入生活等の状況（2/2)
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表 －4－5 世帯主の年齢階級別にみた１世
帯当り平均所得金額の推移

表 －4－7 世帯主の年齢階級別にみた生活意識

表 －4－6 世帯主の年齢階級別にみた
貯蓄額階級

表 －４－８ 「札幌市」群の，世帯構造別・年齢別にみた収入生活等の状況（1/2)
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も自動車保有の想定で，税・社会保険料については片働きを想定している）。この基準は，（１）

健康で文化的な最低限度の生活ができる，（２）労働力の再生産に必要な最低限度の生活ができ

る，（３）最低限度の社会的体裁が保持できるという三つの条件を満たすものとして算出された

ものである。

本調査では世帯収入の詳細な金額や子どもの年齢を尋ねていないので，厳密な比較は不可能だ

が，さいたま市の成人男子にあわせて「札幌市」群の30～59歳の回答者に限定して上の基準と

世帯の総収入を比較してみると，単身世帯の場合，2.1％（３人）が「200万円未満」，夫婦世帯

の場合16.6％（27人）が300万円未満，夫婦と子ども世帯のうち３人世帯の場合，10.3％（15

人）が「200万円台」（37.7％が400万円未満），４人世帯の場合，31.3％（35人）が400万円未

満となっている。本調査では本人以外も就業しているケースが多かったが，それでもなお上の基

準に満たないケースが存在している。

５．健康状態

本調査における健康状態に関する設問は，旧労働省『労働者健康状況調査』 (以下，『健康調

表 －4－9「札幌市」群の，世帯構造別・年齢別にみた収入生活等の状況（2/2)
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査』）の設問にあわせた。そのため疲労の回復状況についての設問は，「仕事や
﹅
仕
﹅
事
﹅
以
﹅
外
﹅
で疲れた

場合」（傍点，筆者）となっており，仕事での疲労に限定されていないという点で必ずしも適切

ではなかったが，比較の都合上そのまま使用した。以下では，タクシー運転手の健康状態と旧労

働省『健康調査』の「男性労働者（産業計）」（以下，労働者計）の健康状態を比較してみる。両

者の有意差の検定はχ 検定（５％水準）で行った。

１）疲労及び疲労の回復

第一に仕事での身体の疲れと神経の疲れについてみる（表 －5－1）。

まず身体の疲れは，他の年齢層に比べると労働負担が軽減されていると思われる60歳以上で

も22.5％が強い身体の疲れを感じており，ピークの40歳代ではその割合は30％を超えている。

つぎに神経の疲れは，どの年齢層でも身体の疲れ以上に強く感じられており，60歳以上を除く

どの年齢層でも40％前後に達している。

この強い疲れ（「とても疲れる」）を感じているものについて，労働者計との差を検定したとこ

ろ，身体の疲れについては20歳代を除くどの年齢層でも，神経の疲れについては全ての年齢層

で，統計的に有意な差がみられた。

つづいて仕事や仕事以外で疲れた場合の疲労の回復状況だが（同表下段），疲労の回復が十分

でないもの，すなわち前日の疲労を「いつも持ちこしている」と「持ちこすことが時々ある」を

あわせたもの（以下，疲労高蓄積群）は，もっとも低くて20％前後で，ピークの40歳代では

30％を占める。

この，疲労を「いつも持ちこしている」群について有意差検定を行ったところ，40歳代以降

の各年齢層では統計的に有意な差がみられた。疲労高蓄積群で検定を行っても結果は同様だった。

表 －5－1 年齢別にみた，タクシー運転手と労働者計の疲労及び疲労回復状況
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２）自覚症状及び持病

第二に自覚症状と持病を検討する（表 －5－2）。回答者の最も多い50歳代を中心にみていこ

う。

まず自覚症状は，第一に（シ）腰の痛みや（サ）肩，腕，首すじのこり・痛みなど筋骨格系に

関する症状が多い。前者の有訴率は半数を超えている。第二に目に関する症状が多い。（ク）目

のかすみ・疲れは半数に達し，（ツ）視力の低下も46％である。第三は（オ）下痢，便秘，腹痛

という消化器系の症状で20％弱を占める。また，以上の症状を含むほとんどの症状でタクシー

運転手の有訴率が労働者計に比べて有意に高い。

次に，やはり50歳代を中心に持病（持病の定義は『健康調査』とあわせたので，「医師から診

断されたもの」に限定されている）をみると，第一に過労死の主要な基礎疾患である（イ）高血

圧が４分の１を占めている。なお高血圧は，60歳以上を除くどの年齢層でもタクシー運転手で

高く統計的に有意な差がみられる。第二に，『健康調査』には設問がないが高血圧の促進因子で

ある（セ）高脂血症が５分の１を占めている。なお同じく高血圧の促進因子である（キ）糖尿病

は13％である。第三に（シ）腰痛が20％弱を占めている。自覚症状（「腰の痛み」）ほどに比率

が高くないのは，本調査における持病の定義が限定されていることによるものと思われる。そし

て第四に（ア）胃腸病も，10％を超えている。

表 －5－2 年齢別にみた，タクシー運転手と労働者計の自覚症状の有訴率及び有病率
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なおとりわけ40歳代，

50歳代では以上を含む

多くの病気で，タクシー

運転手で有病率が高く統

計的に有意な差がみられ

る。

３）定期健康診断

第三に会社で受けた直

近の定期健康診断の結果

と診断を受けた後の受

診・受療状況についてみ

てみよう（表 －5－3）。

まず①診断の結果は，

年齢とともに悪化し，50

歳代，60歳以上では，

精密検査や治療が必要だ

というもの（以下，「要

精密検査＋要治療」群）

は30％を超えている。

次に，②精密検査や治

療が必要だとされながら

受けていないものあるい

は受けたが途中で中断し

たものは，若い層でとり

わけ多いが，もっとも受

診・受療状況のよい60

歳以上でも「最後まで受けた・現在治療中」は65％にとどまる。

ところで精密検査や治療が必要とされたのはどんな病気だったのか。本調査ではそれらの病気

の種類を選択してもらった（複数の病気を選択したものもいるので数値は延べ人数）。

まず「要精密検査＋要治療」群全体でみると（③），高血圧（23.4％），高脂血症（20.2％），

糖尿病（18.5％），加えて肝臓病（11.3％）の順に多い。

次に同群のうちの検査や治療を受けなかったものに限定してみても（④），順位・比率はやや

異なるが，同様の傾向がみられる。病気の悪化を防ぐためにも十分な検査や治療を受けられる体

制の整備が喫緊の課題である。

６．要望

では最後に，タクシー運転手の要望をみてみよう（表 －6－1）。設問は事業者調査と単組調

査で用いたのと同じものである（表の右には両調査の全体の結果を再掲した）。

さて，どの要望にも「とくになし」にも○をつけていなかったものを除いた結果，まず第一に

表 －5－3 年齢別にみた，健康診断の総合判定及びその後の受診・受療状況
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①タクシー台数の適正化や②労働条件の改善が80％を超えている。第二に多いのが⑨違法駐車

の取締り（61.3％）である。⑨と同じくモータリゼーションの是正関連のその他の項目，すなわ

ち，⑩自家用車の総量規制や 公共交通機関への転換（45％）と比べても高い比率である。そし

て第三に，タクシー会社の違法行為の解消も多い。すなわち③監査体制の強化及び④違反行為に

対する行政処分の強化がともに45％前後である。

次の表 －6－2は，最も強く望むものを三つまであげてもらった結果である。①と②に回答

が集中しているほか，⑨の違法駐車の取締りが10％を超えているのが特徴である。

これらを地域別にみると（表 －6－3），全体で要望の最も高かった①タクシー台数の適正化

は「その他」群では相対的に低い。最も高いのは「札幌市」群である。

次にモータリゼーション是正関連の要望（⑨⑩ ）についてみるとそれらはいずれも「札幌

市」群や「地方都市」群などで多くみられる。すなわち⑨違法駐車の取締りは「札幌市」群で

63.0％で（「地方都市」群と「空知」群も60％前後），もっとも低い「その他」群との差は約10

ポイントである。また⑩自家用車の総量規制は地域差が大きくみられる項目だが，「札幌市」群

では57.0％が要望しており，二番目の「地方都市」群との間でみても20ポイントの差がある。

そして 公共交通への転換も「札幌市」群では50％，「地方都市」群は約40％で，残りの二地域

（30％）に比べ高い。これらはいずれも，当該地域における自家用車依存による弊害の度合いや

公共交通機関への転換の実現の可能性などが意識された結果といえるだろう。

第三に交通弱者への支援に関連する項目をみると，⑦交通弱者のニーズ等に関する調査につい

てはあまり差はみられないが，⑧公的な支援・補助の拡充は「空知」群と「その他」群で42，

43％と高く，最も低い「札幌市」群との差は10ポイント弱になる（「地方都市」群は38％）。過

疎地域や郡部では通院などの利用が多いという利用状況の差異や，同地域での交通手段の不足な

どが反映された結果と推測される。

第四に，タクシー会社の違法行為の解消を求める要望（③，④）については，どちらも「地方

都市」群では半数に達している（逆に「空知」群ではどちらも35％と相対的に低い）ことと，

教育・訓練及び資格など職業能力関連の要望（⑤，⑥）をあわせると「札幌市」群と「地方都

市」群で相対的に高かったことをあげておく。
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表 －6－1 年齢別にみた，要望（複数回答可)

表 －6－2 年齢別にみた，最も強い要望（３つ以内)

― ―62 北海学園大学経済論集 第52巻第１号(2004年６月)



表 －6－3 地域別にみた，要望（複数回答可）及び最も強い要望（３つ以内)
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まとめに代えて

あらゆる産業で規制緩和が推進されている。タクシーもその例外ではない。規制緩和のシナリ

オでは，新規参入などによる競争の促進はコストの低下や新サービスの開発を通じて新たな需要

と供給の増大をもたらすことなどが予測されていた。また当該産業で働く者や安全などへの否定

的な影響については楽観視（軽視）されていたといってよいだろう。そして最近の政府サイドの

見解では，規制緩和が消費者にメリットをもたらしたことが高く評価され，規制緩和の一層の必

要性が指摘されていた。

だが労働組合サイドからは，不況で需要が持続的に減少する中で規制緩和が導入されたことに

よって限られたパイの奪い合いという競争がさらに熾烈化し事業経営や労働者状態の悪化という

否定的な影響のもたらされていることが指摘されていた。

本稿は，かかる状況を視野にいれて行った，道内のタクシー業界の労使双方を対象とした質問

紙調査の結果をまとめたものである。本調査で明らかになったことについて，交通運輸労働組合

の諸課題 とあわせて整理すると次のとおりである。

１：経営については，ここ１，２年での利益の変化は全体の70％が減少で，20％は３割以上の

減少を経験していた。また，大規模群では豊富な資金力による機器の導入や接客・マナーの充実

など積極的な経営の努力が行われていたが，その一方で，車両の代替え期間の延長や人件費の

カットを中心とするコストの削減策にも着手せざるを得ない状況がひろくみられた。固定給を保

障するＡ型賃金の採用はもはや少数のようで全体の７割強ではＡ型の採用はゼロだった。また，

雇用形態についても非正規雇用の採用がひろがっていた。典型的な労働集約産業でありサービス

の差異化が容易ではないタクシー産業での競争は規制緩和のシナリオのようには進んでいないと

いえるだろう。

２：「自発的」な労働強化を選択する運転手が多かった。すなわちタクシー事業の労務管理にお

いては，運転手の日々の売上と収入が強く連動していることを特徴とするが，利用の低迷＝収入

水準の低迷や，Ａ型からAB型あるいはＢ型へのより競争主義的な賃金体系への変更が進んで

いることなどを背景に，労働時間の延長など労働強化が「自発的」に選択され，かつ，運転中の

焦り，違反場所での客待ち行為や危険運転行為などがひろくみられた。こうした過重労働や危険

運転行為については経営者サイドでも問題視されていた。

３：運転手の収入水準は著しく低く，年収の平均値は286万円という水準にとどまり，地方都市

では250万円を割っていた。毎月の収支は赤字基調（「毎月赤字」が35％）で，貯蓄にも余裕が

なく（「なし」が３割），世帯員の就業などでかろうじて生計を維持している状況が推測された。

但しそれでも世帯の年間総収入は300万円台が中心で（35.6％），国民一般世帯と比べた際の収

入水準の低さはむろんのこと，「連合」が試算したミニマム水準を割っていると推測されるケー

スも一部にみられた。

４：安全衛生に関する問題は次のとおりだった。

⑴ まず疲労蓄積の強い運転手（「高疲労蓄積群」）はどの年齢層でも２，３割に達し，持病につ

いては，50歳代の結果でいうと，いわゆる過労死の基礎疾患となる高血圧が４分の１，また高

血圧の促進因子となる高脂血症は５分の１そして糖尿病も１割を超えていた。また本調査の結果

について男性労働者（産業計）と比較したところ，疲労の面でも多くの自覚症状や疾病の面でも，
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統計的に有意な差が確認された。

⑵ 定期健診で精密検査や治療が必要と診断されたものは40，50歳代では２，３割に達してい

たがその後の検査や治療を最後まで行った（行っている）ものはそのうちの４，５割にとどまっ

ていた。また関連して，労働組合による職場の安全衛生活動については，不十分であった。把握

の対象を組合員だけに限定しても，健診結果の把握を行っている単組は全体では４割にとどまり，

その後の検査・治療状況についても約65％がとくに把握をしていないと回答していた。年齢構

成が中高年層を中心とすることからも，個々の労働者のプライバシーについては十分に留意した

上で，健康障害の発症・悪化の防止のための職場での安全衛生活動が強化される必要があろう。

５：業界の抱える問題に対する認識や規制緩和の評価について，経営者と単組執行部との間で一

致すべき点が少なくなかった。すなわち経営者においても，規制緩和が企業の営業努力を促し運

賃低下（という消費者へのメリット）をもたらすことは認めつつも，労働条件の悪化だけでなく

安全面やサービス面での否定的な影響の発生することが懸念されていた。また，他社の増車が

あった場合には追随せざるを得ないと考えているという点で限界はあるものの，需給調整の必要

性を訴える経営者も多かった。加えて業界の抱える問題についても，先にも述べたとおり，運転

手の低収入や過重労働など労働組合の問題意識が経営者にも少なからず共有されている状況が示

唆された。

６：今後業界でいかなる取組が必要か（要望）については，経営側と労働側との間で，差異もみ

られた一方で，一致点もまたみられた。

⑴ まず前者すなわち差異についてみると，行政機関によるタクシー会社への監査の強化や違反

行為に対する厳しい行政処分の必要性については，労働側での要望の高さに対して，経営側では

著しい低さだった。規制緩和のもとで本来必要とされている行政機能もが縮小されつつある動き

を反転させていくことが労働組合に求められている。また，関連して，交通という地域性の強い

問題についての当該地域における関係者による課題解決機関が必要不可欠である。その点で，規

制緩和の導入にあたり設置された地域協議会や，内閣府の地域再生推進プログラムに盛り込まれ

た「地域交通会議」の活用が期待されよう 。

⑵ 次に要望の一致点について，経営側の結果を中心にみていくと，まずタクシー台数の適正化

は零細規模の群を除いて高率で，賃金や労働条件の改善についても，労働側に比べると低いとは

いえ，半数を占めていた。また，長期的な課題の一つである福祉輸送の充実についても要望は高

かった。現在，介護タクシーをめぐる混乱がなお未解決だが，国民の交通権の確立と経営・労働

の改善との追求が目指されるべきだろう。それは，同じく回答の多かったモータリゼーションの

是正に関わる諸要求（自家用車の総量規制・公共交通機関充実への交通政策の転換・違法駐車の

取り締まり）の実現についても同様である。タクシー業界の諸問題は，モータリゼーションを軸

に進められてきた交通政策の中で構造的に発生している側面が強くそのことを視野にいれた運動

が不可欠だろう。トラック産業と同様にタクシー産業においても，規制緩和の進む中で業界や業

界団体のあり方を問う民主的な動きが経営者の間にみられる。労働組合には，上記の一致した要

求を軸に，ナショナルセンターの垣根を超えた労働組合間での共同はむろんのこと民主的な経営

者との共同の追求が求められるだろう。

さて，労働者保護の弱いわが国では労働基準の引き上げは急がれる課題である。とりわけタク

シーなど交通運輸事業では，工場ではなく道路という国民一般も利用する場で事業・労働が遂行
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されるため，労働者の状態は労使のみならず国民の利益にも直接かかわるものであり，その

チェックと改善が急がれる。

また賃金面でいえば，タクシー運転手の賃金・収入水準は憲法が保障する健康で文化的な最低

限度の生活を送ることを困難なものにしている。この低収入の問題は正規雇用から非正規雇用へ

の置き換えが進む今日，はばひろい勤労者にかかわる問題である。現在，道内のタクシー労組で

は産別最賃の創設を目指した運動が進められているが，産別最賃を廃止しより低位の地域最賃に

一本化しようとする動きに抗するためにも，生計費原則にもとづく全国一律の最賃制の確立運動

との連動が求められるのではないか。加えて，フルタイムで働いても生活保護支給額よりも低い

収入しか保障しないというわが国の最賃制度に対する批判をも逆に利用し，生活保護費の「見直

し」が進められようとしているいま，working poorの解消・勤労者のナショナル・ミニマムの

引き上げはむろんのこと，国民全体の健康で文化的な生活の保障の実現を並行して追及する必要

があるだろう。

2002年度調査と比べてもより一層の広範な労働者・労働組合の参加で実現した今回の調査で

は，規制緩和にともなう否定的な影響がさらに明らかになってきた。次は，産別最賃の創設に向

けた取り組み（調査活動）の成果を報告する。

資料>

後掲の資料①は，地域（市町）別に分析した労働者調査の結果を一覧にまとめたものである。表中の「空知支

庁」に含まれる市町は本稿に示したとおりで，「上川支庁」の「上川」は士別市と名寄市，「留萌支庁」の「留

萌」は留萌市と羽幌町，「釧路支庁」の「釧路」は釧路市と釧路町である。

同じく資料②は，各調査対象それぞれからの自由回答をまとめたものである。
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③ 藤井彌太郎・中条潮編『現代交通政策』東京大学出版会，1992年

④ 藤井彌太郎監修『自由化時代の交通政策 現代交通政策 』東京大学出版会，2001年

⑤ 平井都士夫『都市交通の展開― 人間との調和を考える― 』法律文化社，1995年

⑥ 佐竹義昌『交通労働の研究』東洋経済新報社，昭和41年

⑦ 黒川俊雄・小越洋之助『ナショナル・ミニマムの軸となる最賃制』大月書店，2002年

注

１)拙稿「道内タクシー運転手の労働・生活・安全衛生に関する調査報告（第一次報告）」『北海道大学大学院教

育学研究科紀要』第88号 p159～p206，2003年２月。「第一次報告」で明らかとなったのは，低収入と，低収

入を補うための自発的な労働強化（労働時間の延長・公休出勤・乗務中の速度超過等の危険行為）がひろくみ

られること，疲労蓄積の蔓延，少なくないものが定期健診で精密検査や治療が必要とされていながらも検査や

治療を受けていないこと等々だった。

２)総合規制改革会議「規制改革・民間解放推進３ヵ年計画」平成16年３月19日。

３)その状況については，『Tramondo』（トラモンド社発行）第4122号，第4127号（2004年５月17日付，６

月３日付）を参照。

４)例えば釧路地区の状況については，「タクシー運賃値下げ進む釧路 淘汰の動き避けられず」『道新

Today』No.377（30巻２号）p55～p57，2002年10月号を参照。

５)最近では，道内の大手ハイヤーグループが各地区のハイヤー協会から脱退し話題になったが，札幌交通圏で

も脱退を検討する会社があるという。
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６)「超過勤務で処分増加 客減る一方，走りすぎれば違反……」『北海道新聞』夕刊2004年２月３日付によれ

ば，超過勤務による行政処分件数は，2001年度はゼロ，02年度は７件，03年度は１月末現在で11件と増加

している。

７)厚労省「脳・心臓疾患及び精神障害等に係る労災補償状況（平成15年度）について」平成16年５月25日

によれば，平成15年度の脳・心臓疾患での労災認定件数312件のうち，「運輸・通信従事者」が79件

（25.3％）で認定件数が最多の職種である。

８)自交総連『自交労働者月報』No.329，2004年３月。

９)「苦境タクシー業界」『財界さっぽろ』42巻２号 p175～p177，2004年２月も参照。

10)介護タクシーは，タクシー運転手がホームヘルパー２級以上の資格を取得して主に乗降時の介助を行うとい

うもので，介護保険事業の導入にともない訪問介護事業者の指定を受けて介護タクシー事業を行うところが増

加した。井口幸久『介護タクシーを知っていますか』角川書店，平成14年。安宅温『走れ介護タクシー』ミ

ネルヴァ書房，2001年を参照。介護タクシー事業をめぐっては，当初は，訪問介護事業者の指定を受けた事

業者は，通院時等に身体介護報酬（30分未満2100円）を受け取り利用者からは一部を負担してもらっていた

（あるいは無償だった）のが，介護報酬単価の改訂で要介護度４，５には従来どおり身体介護が適用されるが，

１～３の場合は「通院等の乗降介助」扱いとなり，同介助での報酬単価は1000円に引き下げされ，かつ「要

支援」は適用の対象外とされた。またNPO法人などの有償輸送や運転手の資格の有無をめぐって示された厚

労省と国交省の案も，白タク行為や安全上の問題をひき起こす危険性をはらんでいる。

11)札幌市内のタクシー利用者を対象に行われた調査によれば，タクシーの利用目的は，「通勤・通学」25.4％，

「仕事・業務」19.8％，「帰宅」14.2％，「通院」12.3％，「買い物」9.1％が上位五位である。ハイヤー・タク

シー活性化ビジョン研究会『ハイヤー・タクシー活性化のためのビジョン研究会 提言書』札幌ハイヤー協会，

平成13年３月。

12)この五段階の選択肢は『国民生活基礎調査』の生活意識を参考にした。

13)「平成11年度版旅客自動車輸送指標」による（出所：全国乗用自動車連合会監修『ハイヤー・タクシー年鑑

2001－2002』東京交通新聞社，平成14年）。

14)連合・労働条件局『賃金ミニマム指標プロジェクト報告書』2003年10月。

15)労働大臣官房政策調査部編『平成９年労働者健康状況調査報告』労務行政研究所，平成10年。

16)まだ十分な検討は行い得ていないが，交通運輸の労働組合に期待される諸課題を，①労働諸条件の確立，ナ

ショナル・ミニマムの大幅な引き上げ，②公正な競争と適正な利潤の保障，③過剰な交通・輸送の制限と公共

事業改革，④国民の交通権の保障，⑤関係行政機関の民主化と関係者の参加，という五点で考えている。

17)この地域交通会議は，自治体単位で地域交通，例えば地域における移動の確保策などを話し合う機関として

位置づけられている。『Tramondo』第4121号，2004年５月13日付を参照。
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